
（別紙様式４）

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

2,160 単位時間 1,404 単位時間 216 単位時間 1,044 単位時間 0 単位時間 0 単位時間

年 単位 単位 単位 単位 単位 単位

80 人 55 人 人 0 % 11 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 5

受審年月：

（Ａ：単位時間による算定）

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

（Ｂ：単位数による算定）

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

人

人

人

人

人

人

人

中退率

令和6年7月31日

460-0026

052-331-7888
設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人電波学園
昭和34年3月31日（愛知県）
昭和61年12月23日（文部省）

小川　明治 愛知県名古屋市熱田区神宮四丁目7番21号
456-0034

052-681-2299

あいちビジネス専門学校 昭和53年9月1日 竹下　啓太 愛知県名古屋市中区伊勢山二丁目13番28号

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

商業実務 商業実務専門課程 ＩＴビジネス科 平成19(2007)年度 - 平成26(2014)年度

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

学科の目的 ＩＴ関連知識を軸として簿記会計、ビジネスマナー、インターネットビジネスなど幅広い専門知識を身につけ、関連業界と連携しながら即戦力となる人材の育成。

学科の特徴（主な
教育内容、取得可

能な資格　等）

基本情報技術者試験、ＩＴパスポート試験、インターネット検定.com Master、ＦＰ技能検定、Microsoft Office Specialist(Word・Excel・Power Point・Access)、簿記検定、ビジ
ネス実務マナー検定、秘書技能検定、日商ＰＣ検定などの資格取得が可能。

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総

単位数
講義 演習 実習 実験 実技

2 昼間
※単位時間、単位いずれ
かに記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A)

0

（令和5年度卒業生）

21
■地元就職者数 (F) 19
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　： 95

90

就職等の状況

■卒業者数 (C) 26
■就職希望者数 (D)　　　　　： 22
■就職者数 (E)　　　　　　　　：

年度卒業者に関する令和６年５月１日時点の情報）

■主な就職先、業界等

ＩＴ関連企業、販売関連企業、設計関連企業など

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の単位数

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数） 0

うち企業等と連携した必修の演習の単位数

当該学科の
ホームページ

URL
https://www.aichi-bc.jp/department/

81
■進学者数 3
■その他

アルバイト

うち企業等と連携した演習の単位数

うち必修単位数

企業等と連携し
た実習等の実施
状況（Ａ、Ｂい
ずれかに記入）

総授業時数 2,664

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 144

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数 0

総単位数

うち企業等と連携した実験・実習・実技の単位数

0

うち必修授業時数 1,656

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数 144

（うち企業等と連携したインターンシップの単位数）

教員の属性（専
任教員について

記入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等において
その担当する教育等に従事した者であって、当該専門課
程の修業年限と当該業務に従事した期間とを通算して六
年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 6

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号） 2

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 0

 計 8

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の
実務の能力を有する者を想定）の数

0

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 0

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 0

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体：
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ



種別

①

①

③

③

③

③

③

③

－

－

－

－

－

－

（年間の開催数及び開催時期）

令和6年4月1日～
令和8年3月31日(2年)

粥川　暁仁 あいちビジネス専門学校　教務主任
令和6年4月1日～
令和8年3月31日(2年)

成田　和弥 あいちビジネス専門学校　広報主任
令和6年4月1日～
令和8年3月31日(2年)

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

AIによるデメリットを理解した上で、AI議事録作成ツールや言語生成系AIツール、RPAなど学生に対してAIの有用性等を伝え
ていくことが必要であると教育課程編成委員から意見があった。DX推進の取組みやAIについても更に授業に取り入れていく
こととした。

林　久實 あいちビジネス専門学校　指導主任

内田　広幸
株式会社　コネクティボ
営業Ｇ プランニングディレクター

令和6年4月1日～
令和8年3月31日(2年)

名　前 所　　　属 任期

篠原　陽子
日本チェーンドラッグストア協会  ヘルス・アンド・
ビューティケア人材育成センター　事務局長

令和6年4月1日～
令和8年3月31日(2年)

永田　るり子 ポイント・フォワード株式会社　代表取締役
令和6年4月1日～
令和8年3月31日(2年)

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（7月、11月）

（開催日時（実績））
第１回　令和5年7月24日　14：30～15：05
第２回　令和5年11月28日　14：20～15：10

川崎　景一朗 医療法人　贈恩会　事務局長
令和6年4月1日～
令和8年3月31日(2年)

肆矢　幸輝
医療法人徳洲会　名古屋徳洲会総合病院
医事課　課長

令和5年4月1日～
令和7年3月31日(2年)

松岡　祐也
社会医療法人 蘇西厚生会 松波総合病院
経営企画部　課長

令和5年4月1日～
令和7年3月31日(2年)

宮崎　義明 株式会社サンドラッグ　人事部　採用課　主任
令和5年4月1日～
令和7年3月31日(2年)

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程
の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方
針

ＩＴ関連団体との連携や、学生就職先企業を中心に業界からの要請を組み入れた教育課程の編成を行っている。また、授業に
おいては机上の知識のみならず、現場実務を意識して展開し、ＩＴ関連企業に直接アドバイス・評価いただきより実践的な教育
を行うことで、即戦力として求められる人材育成を目標に連携することを基本方針としている。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

教育課程の原案は学科にて策定し、到達目標（資格取得目標）を明確にしている。教育課程編成委員会は校長直轄で組織さ
れ、到達目標が妥当であるかや、資格取得結果等について精査し、現場において現在また今後求められる知識・技術や実践
的かつ専門的な能力を養成する授業科目の開設等について提言を行う。学科は、これら教育編成委員会の提言を鑑み教育
課程の変更、策定を行い校長に上申し決定する。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

高柿　幸代
NPO日本医師事務作業補助者協会
愛知・岐阜支部　世話人

令和5年4月1日～
令和7年3月31日(2年)

令和6年7月31日現在

竹下　啓太 あいちビジネス専門学校　校長
令和6年4月1日～
令和8年3月31日(2年)

小栗　宏之 あいちビジネス専門学校　教務科長
令和6年4月1日～
令和8年3月31日(2年)

舟橋　孝光 あいちビジネス専門学校　渉外科長
令和6年4月1日～
令和8年3月31日(2年)

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

株式会社　コネクティボ

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

　ＩＴ現場で必要とされる人材となるため、学内では、ＩＴ業界に精通し現場において実務経験豊かな講師による授業を展開して
いる。また、ＩＴ関連企業と連携しながら授業展開することで実際のＩＴ関連実務や、クライアントとの応対、組織内での連携等を
学ぶ体制を構築し、習得した知識・技術・心構えなどを基に、学内での教育と連動して即戦力として活躍できる人材を育成する
体制を整えることを基本としている。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

企業連携の方法

２．【校内】企業等から
の講師が一部の授業
のみを担当

システム開発手順、プログラミング
言語など学んできた知識を活かし
ながら、グループ単位でシステム開
発を実施する。

卒業研究

科　目　概　要

教職員研修 連携企業等： ALL DIFFERENT株式会社

令和6年8月20日（火） 対象： 教職員

金融トラブル、ライフプランマネジメント、資金計画等

経済金融セミナー 連携企業等： ＳＭＢＣコンシューマーファイナンス株式会社

令和6年11月 対象： 教職員

①専攻分野における実務に関する研修等
（３）研修等の計画

教職員研修 連携企業等： リクルートパートナーズ、株式会社学び等

令和5年8月17日（木） 対象： 教員等

科　目　名 連　携　企　業　等

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

本科カリキュラム「卒業研究」は１年次に学んだことをベースに２年次にプレゼンテーション形式で発表を行い、２年間の集大
成としている。その中でＩＴ関連企業から企画段階でアドバイスをいただき、連携することで学生は開発初期での課題を改善し
たうえで、開発に取り組むことができる。企業からは学生の評価及び本校本科に対しての教育内容の意見や改善点をいただ
き連携している。また、業界の動向などについても情報交換を行っている。

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

金融トラブル、ライフプランマネジメント、資金計画等

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

AIやVR、ローコードツールなど進化するＩＴ業界のニーズに応えるために、教員のスキルアップは欠かすことのできないことと
認識しており、関連団体の公式研修や小規模の会合にまで積極的に参加する体制をとっている。実施にあたっては本校の職
員研修規程の定めに従って行っている。
ローコードツールkintoneを授業に取り入れるための研修をサイボウズ株式会社と連携して実施した。また、毎年、ＳＭＢＣコン
シューマーファイナンス株式会社主催の「経済金融セミナー」を計画・実施している。

経済金融セミナー 連携企業等： ＳＭＢＣコンシューマーファイナンス株式会社

令和5年11月20日（月） 対象： 教職員

②指導力の修得・向上のための研修等

アクティブラーニング、コミュニケーション研修、アンガーマネジメント等

②指導力の修得・向上のための研修等

傾聴力向上研修



種別

業界団体

業界団体

企業等委
員
企業等委
員
企業等委
員
企業等委
員
企業等委
員
企業等委
員

（３）学校関係者評価結果の活用状況

学校関係者評価委員から、学校自己評価の法令等の順守は個人情報のことがメインとなってるが、昨今の報道にあるとおり、
思わぬことが社会問題となるリスクがある。教職員の遵守の取組みはもちろん必要であるが、学生のうちからコンプライアンス
について学べられるようにした方が良いという意見を基に、教職員の個人情報取り扱いに対する取り組みの見直し、徹底を行
うと共に、学生に対しても授業内での取り組みを検討、実施することとした。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期

（９）法令等の遵守 （９）法令等の遵守
（１０）社会貢献・地域貢献 （１０）社会貢献・地域貢献
（１１）国際交流 （１１）国際交流

※（１０）及び（１１）については任意記載。

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目
（１）教育理念・目標 （１）教育理念・目標
（２）学校運営 （２）学校運営

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。ま
た、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

社会から求められる人材を育成し社会経済発展に寄与できる学校となるため、学校内部に関する点検、評価、改善が不可欠
である。本校の教育理念・学校運営・教育活動等ついて行った学校自己評価を基に、学校関係者による評価を実施し、より適
切に学校運営がなされると共に社会から必要とされる学校とすることを基本方針としている。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

（６）教育環境 （６）教育環境
（７）学生の受入れ募集 （７）学生の受入れ募集
（８）財務 （８）財務

（３）教育活動 （３）教育活動
（４）学修成果 （４）学修成果
（５）学生支援 （５）学生支援

松岡　祐也
社会医療法人 蘇西厚生会 松波総合病院
経営企画部　課長

令和5年4月1日～
令和7年3月31日(2年)

宮崎　義明

篠原　陽子
日本チェーンドラッグストア協会  ヘルス・アンド・
ビューティケア人材育成センター　事務局長

令和6年4月1日～
令和8年3月31日(2年)

高柿　幸代
NPO日本医師事務作業補助者協会
愛知・岐阜支部　世話人

令和5年4月1日～
令和7年3月31日(2年)

株式会社サンドラッグ　人事部　採用課　主任
令和5年4月1日～
令和7年3月31日(2年)

株式会社　コネクティボ
営業Ｇ プランニングディレクター

令和6年4月1日～
令和8年3月31日(2年)

永田　るり子 ポイント・フォワード株式会社　代表取締役
令和6年4月1日～
令和8年3月31日(2年)

川崎　景一朗 医療法人　贈恩会　事務局長
令和6年4月1日～
令和8年3月31日(2年)

肆矢　幸輝
医療法人徳洲会　名古屋徳洲会総合病院
医事課　課長

令和5年4月1日～
令和7年3月31日(2年)

内田　広幸

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://www.aichi-bc.jp/about/assessment/
公表時期： 令和6年1月24日



ガイドラインの項目 学校が設定する項目
（１）学校の概要、目標及び計画 （１）７つの魅力・校長メッセージ・沿革・等

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に関
する情報を提供していること。」関係

URL： https://www.aichi-bc.jp/about/disclosure/
公表時期： 令和6年4月15日

（１１）その他
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（８）学校の財務 （８）学校法人電波学園事業報告・財務情報
（９）学校評価 （９）学校評価に関する情報
（１０）国際連携の状況

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））

（５）様々な教育活動・教育環境 （５）イベントカレンダー・施設・設備
（６）学生の生活支援 （６）暮らしサポート
（７）学生納付金・修学支援 （７）入学生学納金・学費サポート

（２）各学科等の教育 （２）学科・コース・各学科ページ・資格実績・就職実績等
（３）教職員 （３）あいビの先生
（４）キャリア教育・実践的職業教育 （４）就職・高い就職率の理由・キャリアサポート・就職実績

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

学生、家族（父母等）、業界関係者、進学検討者等の理解を深めるため、学校概要、学科内容、就職実績、資格実績、募集要
項等について、ホームページ、パンフレット、募集要項等にて情報提供を行っている。
また企業には、教育目標、教育内容、就職支援体制等の情報を提供し、企業の採用判断に役立てると共に、本校並びに本校
学生の状況を理解いただく等、本校の教育活動を幅広く周知することを基本方針としている。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
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1 ○
ヒューマン
スキルアッ
プ講座

円滑なコミュニケーションに欠かすことの
できない要素、礼儀、話し方、身だしな
み、など自らが表現することを学ぶ。

２
通

72 ○ ○ ○

2 ○
ビ ジネ スマ
ナー

社会人の資質を自らが考え、ビジネスシー
ンで何故マナーが必要なのかを理解させ
る。

１
通

72 ○ ○ ○

3 ○
プ レ ゼ ン
テ ーシ ョン
技法

「論理的な物の見方、考えのまとめ方、意
見の出し方」を基本から学び、実践的なプ
レゼンテーション能力を身につける。

１
通

36 ○ ○ ○

4 ○
プ レ ゼ ン
テ ーシ ョン
実習

パワーポイントを用いて訴求力の高いスラ
イドを作成し、プロジェクターを使用して
実習を行う。

２
通

72 ○ ○ ○

5 ○ 簿記会計Ⅰ
仕訳の基本から始まり、貸借対照表と損益
計算書の作成ができるまでを学び、検定取
得を目指す。

１
通

108 ○ ○ ○

6 ○
就 職対 策講
座

就職活動の取り組みで、自己分析からエン
トリーへの対応、さらにSPIなどの演習に
取り組み就職活動をサポートする。

１
後
・
２
前

36 ○ ○ ○

7 ○
Ｉ Ｔリ テラ
シーⅠ

コンピュータを構成している機器や周辺機
器、さらにコンピュータの技術分野につい
て学ぶ。

１
通

72 ○ ○ ○

8 ○
Ｉ Ｔリ テラ
シーⅡ

さまざまな制御管理を行っているオペレー
ティングシステムの仕組みと機能、及びシ
ステム開発から企業活動までを学習する。

１
通

72 ○ ○ ○

9 ○
ビ ジネ ス文
書デザイン

事務的な職務に携わる者に必要なビジネス
的な文書、文書用語、様式、関連知識、な
どの能力を身につける。

１
前

36 ○ ○ ○

10 ○
Ｉ ＣＴ スキ
ル

情報システムの利用者の立場からの情報処
理技術を学ぶ。情報社会で問題解決を行う
うえでの基礎的・実践的スキルを身につけ
る。

１
通
・
２
通

144 ○ ○ ○

11 ○
ラ イセ ンス
取得講座

情報処理技術者試験に向けて職場の業務改
善のスキル、さらに情報化を推進していく
ための知識を学ぶ。

１
通
・
２
通

144 ○ ○ ○

授業科目等の概要

（商業実務専門課程 ＩＴビジネス科）
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携



12 ○

オ フィ スア
プ リ ケ ー
シ ョン 実習
Ⅰ

Wordのアプリケーションソフトを使いこな
すための技術を習得するとともに、様々な
ビジネス文書作成技術を習得する。

１
通

144 ○ ○ ○

13 ○

オ フィ スア
プ リ ケ ー
シ ョン 実習
Ⅱ

Excelのアプリケーションソフトを使いこ
なすための技術を習得するとともに、様々
なビジネス文書作成技術を習得する。

１
通

144 ○ ○ ○

14 ○
デ ータ ベー
ス演習

データベースの概念からＡＣＣＥＳＳの操
作方法について理解し、さまざまなデータ
の加工ができるように学習する。

２
通

108 ○ ○ ○

15 ○

オ フィ スア
プ リ ケ ー
シ ョン 実習
応用

１年時に学習した WordとExcelの基本的な
スキル（技能）をもとにして、さらに高い
ビジネススキルを習得する。

２
通

144 ○ ○ ○

16 ○
Ｗ ｅｂ デザ
イン

Webサイトの設計からはじめ、デザインの
変更や文章の編集、レイアウトの調整など
を学習する。

２
通

108 ○ ○ ○

17 ○ 卒業研究
システム開発手順、プログラミング言語な
ど学んできた知識を活かしながら、グルー
プ単位でシステム開発を実施する。

２
通

144 ○ ○ 〇 ○ ○

18 ○
フ ァイ ナン
シ ャル プラ
ンナー

金融商品、不動産についての知識を習得す
ることにより、将来の生活設計のシミュ
レーションができるようにする。

１
通
・
２
通

288 ○ ○ ○

19 ○ 簿記会計Ⅱ
仕訳の基本から始まり、貸借対照表と損益
計算書の作成ができるまでを学び、上級の
検定取得を目指す。

２
通

108 ○ ○ ○

20 ○
ビ ジネ ス書
写

硬筆書写技能検定内容に基づき、実技問題
を練習することで美しい字を書く練習をす
る。

１
通
・
２
通

108 ○ ○ ○

21 ○
プ ログ ラミ
ング

プログラミング能力の習得を目的とし、問
題解決からアルゴリズムの基礎に始まり、
プログラミングの具体的方法に至るまでを
学習する。

１
通
・
２
通

288 ○ ○ 〇

22 ○
ア ルゴ リズ
ム

基本的なアルゴリズムパターンから実践問
題の演習を通じて、アルゴリズム能力を習
得する。

１
通
・
２
通

144 ○ ○ ○

23 ○
ネ ット ワー
ク ＆セ キュ
リティ

インターネットの仕組みと関連技術に関す
る知識、インターネットの接続の設定とト
ラブル対処について学習する。

２
通

72 ○ ○ ○

23合計 科目 2664 単位（単位時間）



期

週

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

2

18

卒業要件：
すべての学科目について、100点満点で評価を行い60点以上である
こと。出席すべき日数の5分の4以上出席していること。

履修方法：

必修科目すべてを履修。
講義科目は、出席点20点満点、試験成績80点満点で評価。演習科
目・実習科目については、出席点20点、筆記試験、実技実習、作
品・課題などを80点満点で評価。学科目ごとに合計100点満点で評
価し、60点以上を合格とする。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分

１学期の授業期間

（留意事項）


